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１．部総括表 部名：土木部
（単位：千円）

(26,402) (20,141) (6,261)

2,797,532 2,728,032 41,377 28,123

216,340 215,693 647

(10,350,613) (10,327,296) (18,292) (5,025)

35,104,379 23,089,131 11,942,521 72,727

(7,679,583) (7,653,990) (25,593)

20,703,614 13,066,809 7,602,069 34,736

(1,894,137) (1,887,943) (6,194)

7,532,743 4,924,229 2,560,546 47,968

(788,904) (788,904)

2,479,755 1,596,828 881,993 934

(35,131) (35,131)

587,484 544,028 42,621 835

(16,700) (16,672) (28)

195,243 193,989 1,254

(251,651) (243,972) (7,679)

1,674,046 1,255,204 401,375 17,467

7,730 6,606 1,124

(21,043,121) (20,974,049) (18,292) (50,780)

71,298,866 47,620,549 23,472,502 205,815

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

備考

9-1 土木監理課

9-2 技術企画課

番号 課名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

9-3 道路課

9-4 河川砂防課

9-5 港湾課

9-6 都市計画課

9-7 下水道課

9-8 建築指導課

部計

9-9 住宅課

9-10
収用委員会事務
局



２．課総括表 課名：土木監理課
（単位：千円）

2,271,198 2,261,110 10,088

(26,402) (20,141) (6,261)

68,602 20,896 41,377 6,329

726 725 1

266 215 51

795 589 206

187 187

74,775 73,911 864

3,716 3,630 86

12,369 12,007 362

364,898 354,762 10,136

(26,402) (20,141) (6,261)

2,797,532 2,728,032 41,377 28,123

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R5.3.31現在） 課名：土木監理課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

[4] (1)  25 4 [4] (1)  29

[1]      57 [1]      38 [2]      95

[3] (1)  84 [1]      22 [4] (1) 106

[1] (3)  31 16 [1] (3)  47

[3]（1） 90 [2]      28 [5] (1) 118

[2]      50 19 [2]      69

[14] (6) 337 [4]     127 [18] (6) 464

中讃土木事務所 他県派遣1名、育児休業1名、休職１名

西讃土木事務所 育児休業3名、休職1名

合計

高松土木事務所 他県派遣1名、休職1名

小豆総合事務所

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより、当該所属以外で
勤務する者を（　）外書きにより記載。

土木監理課及び土木事務所の運営
等に要する経費
給料1,105,571、職員手当等
677,223、共済費408,215

9-1-2
土木事務所等修
繕費

土木事務所等の修繕に要する経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 事業執行状況

9-1-1 一般庁費

9-1-5
公共用財産管理
費

一般海域管理条例及び公有水面埋
立法の施行に要する経費

9-1-3 建設統計費
建設工事施工統計調査及び建設工
事受注動態統計調査に要する経費

9-1-4
採石法施行事務
費

採石法の施行に要する経費

9-1-6 用地管理費

9-1-7
建設業指導監督
費

公共用地先行取得事業特別会計で
保有していた用地の管理等に要す
る経費
建設業の許可及び建設業者の指導
等に要する経費
給料33,505、職員手当等18,983、
共済費12,986

9-1-8
建設工事管理シ
ステム運用事業
費

建設工事管理システムの運用に要
する経費

9-1-9
魅力ある建設業
推進事業

主要施策の成果の概要
（9-1-9）に記載

9-1-10 ダム管理費
ダム管理に要する経費

土木監理課 育児休業1名

長尾土木事務所 育児休業3名、産前休暇１名

課計

本課・出先名称 備　　　考



課名：土木監理課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

魅力ある建設業推進事業（９－１－９） 

１．趣旨・概要 

県内建設業における担い手の確保・育成を図るため、建

設業の魅力発信のほか、事業者が行う求人活動、資格取得

等の人材確保・育成の取組みやＩＣＴ機器導入に対する補

助などを行った。 

 

２．具体的内容 

（１）将来の担い手確保事業（1,080千円） 

中学生向けの建設業の魅力を伝えるパンフレットの作

成及び配布を行ったほか、高校生を対象とした建設現場

等の体験会を開催した。 

 

（２）建設業担い手確保・育成事業（3,861千円） 

事業者が行う求人活動や人材確保のための情報発信等

の取組み、社内教育や資格取得等の人材育成に要する経

費の補助などを行った。 

 

（３）魅力ある建設現場推進事業（7,038千円） 

   ＩＣＴ活用工事に取り組む事業者に対し、機器購入に

要する経費の補助を行った。 

 

（４）人材確保育成フォローアップ等（28千円） 

   建設産業団体、教育・職業訓練機関、行政機関と連携

し、人材確保・育成に向けた取組状況等について情報共

有を行うとともに、県ホームページ「建設業担い手確保・

育成ポータルサイト」の運営を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設労働者の育成や技術の向上、将来

の担い手に対する建設業のイメージア

ップ、建設業への興味の醸成、ＩＣＴ活

用工事に取り組む事業者への支援など

を行うことにより、建設業の担い手の確

保及び育成の促進に寄与した。 

 



２．課総括表 課名：技術企画課
（単位：千円）

2,127 2,079 48

192,157 192,156 1

17,103 16,717 386

227 168 59

359 293 66

261 225 36

2,752 2,745 7

1,354 1,310 44

216,340 215,693 647

３．職員数の状況（R5.3.31現在） 課名：技術企画課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(74) 23 2 (74) 25

(74) 23 2 (74) 25

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

事業執行状況

9-2-1
電子県庁推進
（電子納品）事
業費

電子納品・情報共有システムの運
用に係る関連ソフトの整備等に要
する経費

9-2-2 一般庁費
技術企画課の運営に要する経費
給料95,339、職員手当等56,441、
共済費33,535

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

9-2-3 土木監察費
監察指導及び公共事業設計単価、
歩掛の決定に要する経費

9-2-4
土木設計積算電
算事業費

土木設計積算の事務等に要する経
費

9-2-5
公共事業評価事
業費

香川県公共事業評価委員会の開催
に要する経費

9-2-6 品質確保推進費
総合評価方式による落札者決定に
関する、学識経験者の意見聴取に
要する経費

9-2-7
香川県建設業Ｂ
ＣＰ認定事業費

県内建設企業の事業継続計画（Ｂ
ＣＰ）の策定を推進し、地域の防
災力向上を図る経費

9-2-8
インフラ分野の
デジタル化推進
事業

インフラ分野におけるデジタル化
を推進し、一層の効率化を図る経
費

技術企画課 育児休業１名

合計

9-2-9
公共土木施設長
寿命化事業

主要施策の成果の概要
（9-2-9）に記載

課計

本課・出先名称 備　　　考



課名：技術企画課・道路課・河川砂防課・港湾課・都市計画課・下水道課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

公共土木施設長寿命化事業（９－２－９） 

１．趣旨・概要 

公共土木施設（道路施設、河川・砂防施設、港湾・海岸

施設、公園施設、下水道施設）の計画的・効率的な維持管

理を行うために、県管理の対象施設について長寿命化計画

を策定し、計画に基づく工事等を実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）道路施設（2,273,177 千円） 

①県管理の道路施設である橋梁・トンネル等の点検を実

施した。（181,986千円） 

②橋梁・トンネル等の長寿命化対策工事等を実施した。 

（2,091,191千円） 

 

（２）河川・砂防施設（733,958千円） 

①河川管理施設安全確保事業（29,374千円） 

河川管理施設（水門・堰等）の定期点検を実施した。 

②ダム管理施設安全確保事業（16,097千円） 

ダム管理施設の定期検査等を実施した。 

③河川管理施設長寿命化対策事業（158,468千円） 

河川管理施設の長寿命化計画に基づき、施設の対策

工事等を実施した。 

④堰堤改良事業等（295,578 千円） 

ダム管理施設の長寿命化計画に基づき、施設の計画

的な対策工事等を実施した。 

⑤総合流域防災砂防事業（234,441千円） 

砂防関係施設の長寿命化計画に基づく施設の対策工

事及び計画更新のための調査を実施した。 

 

（３）港湾・海岸施設（968,465千円） 

①統合港湾施設改良事業（868,879千円） 

港湾施設の長寿命化計画に基づき、修繕工事を実施

した。 

②海岸保全施設長寿命化対策事業（64,172千円） 

海岸保全施設（水管理・国土保全局所管海岸）の長

寿命化対策工事等を実施した。 

③長寿命化計画策定事業（35,414千円） 

港湾施設・海岸保全施設（港湾局）の現況調査を実

施した。 

 

（４）公園施設（3,044千円） 

①公園事業（3,044千円） 

公園施設の長寿命化計画に基づき、修繕工事を実施

した。 

   

３．指標 

県管理の公共土木施設の補修箇所数 

              (施設) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 4 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

261 368 503 

 

土木部が所管する各施設について、国

の予算を積極的に活用し、優先度の高い

箇所から重点的・集中的に補修に着手し

た結果、補修が必要な箇所の半数以上の

施設について、長寿命化を推進すること

ができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



課名：技術企画課・道路課・河川砂防課・港湾課・都市計画課・下水道課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（５）下水道施設（271,094 千円） 

①流域下水道施設について、下水道ストックマネジメン 

ト計画に基づき、設備の改築工事等を実施した。 

 

 

 



２．課総括表 課名：道路課
（単位：千円）

1,854 1,854

25,580 25,580

2,214 2,214

2,000 1,580 420

(30,588) (30,588)

74,588 45,295 29,293

1,878,820 1,878,820

(39,192) (38,953) (239)

184,193 136,188 47,766 239

(16,000) (16,000)

37,000 28,963 8,037

4,816 150 4,666

159,391 157,855 1,536

8,403 8,309 94

(1,448,654) (1,445,018) (3,636)

7,868,929 5,547,641 2,257,684 63,604

(1,331,709) (1,331,709)

3,503,659 2,244,214 1,259,445

(688,407) (688,407)

1,513,127 981,184 531,943

(1,352,108) (1,352,108)

3,917,240 2,612,239 1,304,970 31

(420,412) (420,412)

1,283,462 831,283 446,526 5,653

(1,937,846) (1,936,696) (1,150)

5,885,075 2,909,663 2,974,262 1,150

(307,942) (307,942)

2,652,832 1,243,560 1,409,272

(2,777,555) (2,759,263) (18,292)

6,005,965 4,337,308 1,668,657

(200) (200)

4,631 4,631

9-3-17 道路改築費
主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載

9-3-18 道路環境改善費
主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載

9-3-19
道路整備交付金
事業費

主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載

9-3-20
市町道路事業指
導監督費

市町道路事業の指導監督事務費

9-3-15 道路局部改修費
主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載
（受託事業を除く）

9-3-16 交通安全施設費
主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載

9-3-13
道路メンテナン
ス費

主要施策の成果の概要
（9-2-9）に記載

9-3-14 道路災害防除費
主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載

9-3-11
道路附属施設管
理費

道路附属施設の維持管理等に要す
る経費

9-3-12 道路維持修繕費
主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載
（受託事業を除く）

9-3-9
観光地域振興無
電柱化推進費補
助

主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載

9-3-10 道路管理費
道路の管理等に要する経費

9-3-7
市町道改修費補
助

主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載

9-3-8
公共土木施設修
繕計画関連費

主要施策の成果の概要
（9-2-9）に記載

9-3-5 道路計画調査費
主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載

9-3-6
直轄国道改築費
負担金

主要施策の成果の概要
（9-3-6）に記載

9-3-3
各種団体補助及
び負担金

道路関係団体に対する負担金等

9-3-4
訴訟費及び賠償
責任保険料

道路損害賠償責任保険料

事業執行状況

9-3-1 一般庁費
道路課の運営に要する経費

9-3-2 道路台帳整備費
道路法第28条に規定する道路台帳
の整備に要する経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額



90,600 90,600

(10,350,613) (10,327,296) (18,292) (5,025)

35,104,379 23,089,131 11,942,521 72,727

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R5.3.31現在） 課名：道路課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

23 2 25

23 2 25

不用額 事業執行状況番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

合計

本課・出先名称 備　　　考

道路課 育児休業１名

9-3-21
地方道路整備臨
時貸付金償還金

県債管理特別会計への繰出金

課計



課名：道路課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
道路事業（９－３－６） 

１．趣旨・概要 

道路は、県民生活や地域経済を支える欠くことのできな

い基盤施設であり、全線開通した高速道路の整備効果を県

内全域に波及させるよう、安全、安心で使いやすい道路網

の整備が求められている。 

このため、高速道路網を補完し、広域的な幹線道路とな

る国道や県道において、国庫補助事業費のほかに県単独事

業費も投入し、地域振興や住民の生活環境の向上に資する

道路網の整備を行った。 

また、交通事故防止や通学路等の交通安全対策として、

交差点改良、歩道等の設置など、安全で快適な道路交通環

境の整備を図るとともに、各道路施設の維持修繕を実施し、

適正な管理に努めた。 

なお、市町道についても、地域住民の日常生活に不可欠

な生活関連施設であるため、県費補助を行い、整備促進を

図った。 

 

２．具体的内容 

（１）公共事業（11,350,685千円） 

①直轄国道改築費負担金（1,878,820千円） 

直轄国道（11号、30号、32号、319号）の整備に対

する県負担金である。 

②道路改築事業（2,909,663 千円） 

県道高松坂出線（五色台工区）外２箇所において、

改良工事等を実施した。 

③道路整備交付金事業（4,337,308千円） 

県道太田上町志度線（六条工区）外において、現道

拡幅、橋梁、災害防除、交通安全事業等の道路整備を

実施した。 

  ④道路災害防除事業（981,184千円） 

    県道高松王越坂出線（乃生工区）外において、道路

防災対策工事を実施した。 

  ⑤道路環境改善事業（1,243,560千円） 

    県道観音寺佐野線（柞田工区）外において、歩道等

の交通安全施設、電線共同溝等の整備を実施した。 

  ⑥観光地域振興無電柱化推進費補助（150千円） 

    補助対象となった電線管理者に対し、無電柱化事業

について補助した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幹線道路を始めとする県内の道路整

備を進め、地域経済の活性化や安心して

快適に暮らすことができる地域づくり

を推進した。 



課名：道路課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
（２）単独事業（9,147,396 千円） 

①道路局部改修事業等（9,011,208千円） 

県道多度津丸亀線（奥白方工区）外において、現道

拡幅や線形改良等の改修工事を実施したほか、道路の

良好な維持、保全を図った。 

②安全安心な道づくり整備推進事業 

        （57,250 千円）（事業費は再掲） 

通学路の交通安全対策や用水路等への転落事故防止

対策により、安全安心な道路交通環境の整備を推進し

た。 

③市町道改修費補助（136,188千円） 

補助対象となった市町に対し、道路改良、交通安全

事業等の34箇所について、それぞれ補助した。 

 



２．課総括表 課名：河川砂防課
（単位：千円）

(4,748,264) (4,737,909) (10,355)

14,407,829 9,065,584 5,324,822 17,423

(1,762,465) (1,759,130) (3,335)

3,030,118 2,059,191 967,592 3,335

(32,014) (20,114) (11,900)

288,800 84,097 192,802 11,901

(44,325) (44,325)

49,325 49,325

(33,659) (33,659)

89,659 63,538 26,121

(661) (661)

45,894 43,262 641 1,991

(577,166) (577,163) (3)

1,366,568 798,130 568,435 3

(480,529) (480,529)

1,380,683 859,974 520,656 53

2,451 2,421 30

65 65

(500) (500)

42,222 41,222 1,000

(7,679,583) (7,653,990) (25,593)

20,703,614 13,066,809 7,602,069 34,736

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R5.3.31現在） 課名：河川砂防課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

28 3 31

28 3 31合計

河川砂防課 育児休業1名

課計

本課・出先名称 備　　　考

9-4-11 水防費
水防計画の策定、水防資材の備蓄
及び水防情報システムの維持管理
等に要する経費

9-4-9 各種団体負担金
日本河川協会等に対する負担金

9-4-10 水害統計費
水害統計調査に要する経費

9-4-7
河川・海岸・砂
防施設長寿命化
対策事業

主要施策の成果の概要
（9-2-9）に記載

9-4-8
津波等対策河
川・海岸事業

主要施策の成果の概要
（9-5-4）に記載

9-4-5
河川砂防等計画
調査費

河川・海岸・砂防施設等の整備に
必要な計画調査に要する経費

9-4-6
河川砂防等維持
管理費

県管理河川・海岸・砂防施設等の
維持管理等に要する経費

9-4-3
災害土木復旧事
業

主要施策の成果の概要
（9-4-3）に記載

9-4-4
大規模氾濫等減
災対策事業

主要施策の成果の概要
（9-4-4）に記載

事業執行状況

9-4-1
河川・海岸・砂
防事業

主要施策の成果の概要
（9-4-1）に記載

9-4-2
河川総合開発事
業

主要施策の成果の概要
（9-4-2）に記載

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額



課名：河川砂防課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

河川・海岸・砂防事業（９－４－１） 

１．趣旨・概要 

県土を保全し、水害・土砂災害などから県民の生命と財

産を守り、安全で快適な県民生活を実現するため、各種事

業を実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）河川関係事業（5,933,589千円） 

洪水等による災害から県民の生命と財産を守るため、

次の事業を実施した。 

 

①公共事業 

事業内容 事業費(千円) 箇所 

直轄河川改修費負担金 303,997 土器川 

広域河川改修事業 1,760,148 
綾川 

外９河川 

総合流域防災河川事業 316,338 
一の谷川 

外１河川 

河川管理施設修繕事業 251,782 
財田川 

外６河川 

計 2,632,265 
 

 

②単独事業  

事業内容 事業費(千円) 箇所 

河川改修事業 1,566,087 
新川 

外 60河川 

河川海岸維持修繕事業 1,735,068 

県内一円の 

河川及び 

海岸 

河川整備計画検討事業 169  

計 3,301,324 
 

 

（２）海岸関係事業（147,042千円） 

高潮、波浪等による被害の防止や海岸環境の保全を図

るため、次の事業を実施した。 

 

①単独事業 

 

事業内容 事業費(千円) 箇所 

海岸改修事業 147,042 
馬場先海岸

外 4海岸 

３．指標 

河川整備計画に基づき河川整備を行

っている県管理河川の整備率   （％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 4 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

66.8 69.4 73.8 

 

風水害、土砂災害、高潮被害などの自

然災害を未然に防止するため、過去の浸

水実績や河川の重要度を考慮した河川

改修や県内に数多く存在する土砂災害

危険箇所における砂防関係施設の整備

を行った。 

 

 



課名：河川砂防課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

（３）砂防関係事業（2,984,953千円） 

土砂災害から県民の生命と財産を守るため、次の事業

を実施した。 

 

①公共事業 

事業内容 事業費(千円) 箇所 

砂防事業（離島含む） 1,895,135 
岩崎川 

外 51箇所 

地すべり対策事業（離島含

む） 
97,693 

唐櫃地区 

外２地区 

総合流域防災砂防事業 7,268 県内一円 

急傾斜地崩壊対策事業（離

島含む） 
267,037 

西谷地区 

外８地区 

計 2,267,133 
 

 

②単独事業 

事業内容 事業費(千円) 箇所 

砂防整備事業 372,099 
立石川 

外 29箇所 

砂防維持修繕事業 274,181 県内一円 

市町急傾斜地施設整備費補

助 
71,540 

高松市外 

３市４町11

地区 

計 717,820 
 

 

 

 



課名：河川砂防課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

河川総合開発事業（９－４－２） 

１．趣旨・概要 

治水安全度の向上、流水の正常な機能の維持及び新規水

源開発を図るため、３つのダム建設事業を着実に推進する

とともに、管理中のダムの修繕等を実施した。 
 

２．具体的内容 

（１）治水ダム建設事業（629,082千円） 

①綾川治水ダム建設事業（長柄ダム再開発） 

長柄ダムの再開発により、綾川水系の治水対策と河

川維持流量の確保や既得用水の補給を図る。令和４年

度は、用地補償及び諸調査等を実施した。 

 

（２）多目的ダム建設事業（1,159,642千円） 

①香東川総合開発事業（椛川ダム）（973,236千円） 

椛川ダムの建設により、香東川水系の治水対策と高

松市の水道水源の確保等を図る。令和４年度は、付替

道路建設工事等を実施した。 

②湊川総合開発事業（五名ダム再開発）（186,406千円） 

五名ダムの再開発により、湊川水系の治水対策と異

常渇水時の水道水源の確保等を図る。令和４年度は、

付替道路設計及び諸調査等を実施した。 

 

（３）ダム保全事業（76,730千円） 

管理中のダムの保全を図るため、次の事業において、

修繕等を実施した。 

事業内容 事業費(千円) 箇所 

ダム保全事業 76,730 
前山ダム 

外６ダム 

 

（４）椛川ダム水源地域整備事業（184,308千円） 

椛川ダムの建設によって、その周辺地域の生活機能及

び生活環境等が著しい影響を受けるため、その影響を緩

和するための対策を講じることによって関係住民の生活

の安定と福祉の向上を図る。令和４年度は、基盤整備等

を実施した。 

 

（５）椛川ダム水源地域整備計画負担金（3,629千円） 

椛川ダム水源地域整備計画に基づき、高松市が実施す

る事業に要する費用の一部を負担した。 

 

（６）小水力発電導入検討事業（5,800千円） 

   再生可能エネルギーの活用に向けて、椛川ダムにおけ

る小水力発電の導入の可能性について、検討を行った。 

 
下流河川の流量を低減し洪水を防ぐ

とともに、新たな水資源開発等を行うた

め計画的にダム建設等を推進した。 
 

 



課名：河川砂防課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

災害土木復旧事業（９－４－３） 

１．趣旨・概要 

県土を保全し、県民の生命と財産を守るため、台風によ

り被災した公共土木施設（河川、道路）の早期復旧を図っ

た。 

 

２．具体的内容 

（１）災害復旧事業（84,097千円） 

①公共事業（68,625千円） 

令和３年から令和４年にかけて発生した災害により

被災した公共土木施設の早期復旧を図るため、災害復

旧事業を実施した。 

②単独事業（15,472千円） 

令和４年災害復旧事業の国庫負担申請に必要となる

測量、設計等を実施した。 

 

 

 

令和３年から令和４年にかけて発生

した災害について、河川など県管理の公

共土木施設復旧事業に取り組んだ。 

 

 



課名：河川砂防課 
４．主要施策の成果の概要 

事業の実施状況 効果・評価 

大規模氾濫等減災対策事業（９－４－４） 

１．趣旨・概要 

水害リスク情報の共有や住民の避難確保体制の整備とい

ったソフト対策の推進を図った。 

 

２．具体的内容 

（１）水害危険性の周知促進事業（9,925千円） 

   老朽化等により不具合が発生した水防情報システムの

改修を行った。 

 

（２）浸水想定区域図等検討事業（39,400千円） 

洪水浸水想定区域図の作成に向けた検討を行った。 

 

 

 

「逃げ遅れゼロ」を実現するため、洪

水浸水想定区域図などの地域の水害リス

ク情報の提供に向けた検討業務の進捗が

図られた。 

 



２．課総括表 課名：　港湾課
（単位：千円）

468,000 467,997 3

(705,404) (701,913) (3,491)

2,324,977 1,460,234 859,209 5,534

(382,060) (382,060)

1,449,373 904,293 545,080

(694,427) (694,427)

2,197,027 1,246,875 950,152

240,940 214,845 26,095

27,488 27,488

(17,565) (17,561) (4)

51,565 23,761 27,800 4

2,446 2,446

560 560

399,440 386,697 12,743

1,200 310 890

(33,000) (30,330) (2,670)

33,000 30,330 2,670

34,246 34,246

(61,681) (61,652) (29)

212,481 115,410 97,042 29

90,000 8,737 81,263

(1,894,137) (1,887,943) (6,194)

7,532,743 4,924,229 2,560,546 47,968

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

事業執行状況

9-5-1

高松港国際物流
ターミナル・複
合一貫輸送ター
ミナル整備事業

主要施策の成果の概要
（9-5-1)に記載

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

9-5-2
主要施策の成果の概要
（9-5-2)に記載

9-5-3
公共土木施設長
寿命化事業

主要施策の成果の概要
（9-2-9)に記載

港湾・海岸事業

9-5-4
地震・津波対策
海岸堤防等整備
事業

主要施策の成果の概要
（9-5-4)に記載

9-5-5
高松港維持管理
費

高松港の管理運営に要する経費
給料40,740、職員手当等23,085、
共済費13,050

9-5-6 港湾維持管理費
県管理港湾の維持管理に要する経
費

9-5-7 港湾計画調査費
港湾計画調査等に要する経費

9-5-8 港湾統計調査費
港湾統計調査等に要する経費

9-5-9
団体補助及び負
担金

港湾関係団体に対する負担金

9-5-10 特別会計繰出金
臨海工業地帯造成事業特別会計へ
の繰出金

9-5-11
国際フィーダー
航路助成事業

本県の海上物流機能を強化するた
め、高松港コンテナターミナル等
における国際コンテナ貨物の集荷
促進等に要する経費

9-5-12
定期旅客船事業
者支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響
により経営環境が悪化している定
期旅客船事業者に対し支援を行う
経費

9-5-13
港湾施設使用料
徴収手数料

港湾施設使用料徴収事務に要する
経費

9-5-14
受託事業等
(統合港湾施設
改良費等)

受託事業等に要する経費

9-5-15
サンポート高松
地区都市再生整
備事業

主要施策の成果の概要
（9-6-7)に記載

課計



３．職員数の状況（R5.3.31現在） 課名：　港湾課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

21 1 22

(7)  9 9 (7) 18

(7) 30 10 (7) 40

港湾課 休職１名

本課・出先名称 備　　　考

高松港管理事務所 育児休業１名

合計

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。



課名：港湾課 
４．主要施策の成果の概要  

高松港国際物流ターミナル・複合一貫輸送ターミナル整備事業

（９－５－１） 

１． 趣旨・概要 

高松港での物流の効率化や機能強化を図るため、高松港国

際物流ターミナルの整備を推進するとともに、耐震強化岸壁

の本格供用に向け、国の直轄事業で実施している航路整備を

実施した。 

また、高松港・神戸港航路のフェリー貨物の増加に伴う船

舶の大型化への対応と大規模地震時の緊急輸送機能を確保す

るため、高松港複合一貫輸送ターミナルの整備を推進するととも

に、国の直轄事業で実施している耐震強化岸壁の整備を実施し

た。 

 

２． 具体的内容 

（１）高松港国際物流ターミナル整備事業（302,000千円） 

  ①直轄港湾改修費負担金（54,000千円） 

国が直轄で実施する耐震強化岸壁等の整備に対する

負担金。令和４年度は、航路の浚渫工事を実施した。 

  ②朝日（２）地区埋築事業（248,000 千円）（臨海工業地

帯造成事業特別会計） 

耐震強化岸壁の整備に併せ、ふ頭用地や倉庫等の利用

に供する港湾関連用地などの整備を行った。 

 

（２）高松港複合一貫輸送ターミナル整備事業（435,754千円） 

  ①直轄港湾改修費負担金（413,997千円） 

国が直轄で実施する耐震強化岸壁等の整備に対する

負担金。令和４年度は、耐震強化岸壁の整備工事を実施

した。 

  ②朝日（２）地区埋築事業（21,757千円）（臨海工業地帯

造成事業特別会計） 

耐震強化岸壁の整備に併せ、ふ頭用地の整備を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高松港における物流の効率化や機能強

化による経済の活性化等を図るため、高

松港国際物流ターミナル・複合一貫輸送

ターミナルの整備を推進した。 



課名：港湾課 
４．主要施策の成果の概要  

港湾・海岸事業（９－５－２） 

１．趣旨・概要 

港湾は、生産や物流、交通ターミナルなどの経済活動の場

として、また、都市活動や余暇活動の場として、機能の拡充

が望まれており、こうしたニーズに対応するため、各種港湾

整備を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）公共事業（357,533千円） 

県管理港湾において、安全で機能的な港湾活動を確保

し、地域産業の振興や住民の生活基盤の強化が図られるよ

う、港湾改修事業等を実施した。 

①港湾改修事業等（315,121 千円） 

高松港（高松市）など３港において、港湾施設の整備

を行った。 

②市町港湾改修費補助（42,412千円） 

坂出港（坂出市）など６港において、市町が行う港湾

改修事業に対して補助を行った。 

（２）単独事業（1,102,701 千円） 

①港湾改修事業等（51,803 千円） 

高松港（高松市）など３港において、港湾施設の整備

等を行った。 

②港湾海岸保全施設整備事業等（66,818千円） 

津田港（さぬき市）など５港において、海岸保全施設

の整備・補修等を行った。 

③港湾維持修繕事業（527,807千円） 

港湾施設の老朽化や破損等により港湾機能が低下し

ている港湾について、適切な補修や修繕等を行った。 
④港湾改良事業（433,535千円） 

老朽化した港湾施設の改良工事を行い、既存施設の有

効活用や利便性の向上を図った。 
⑤市町港湾改修費補助（22,738千円） 

市町が行う港湾改修事業に対して補助を行った。 
（３）埋築事業（401,000 千円）（臨海工業地帯造成事業特別

会計） 

①内海港草壁地区埋築事業（145,000千円） 

内海港草壁地区において、埋立地売却のため、道路等

の基盤整備等を行った。 

  ②観音寺港観音寺地区埋築事業（231,000千円） 

観音寺港観音寺地区において、埋立地売却のため、道

路等の基盤整備等を行った。 

③高松港朝日地区埋築事業(25,000千円) 

高松港朝日地区において、埋立地の整備に向けた調査

業務等を行った。 

 

 

 

 

港湾施設の安全で機能的な活動を確保

するため、各種施設の改修や適切な補

修・修繕を行った。 

 



課名：港湾課・河川砂防課 
４．主要施策の成果の概要 

事業の実施状況 効果・評価 

地震・津波対策海岸堤防等整備事業（９－５－４） 

１．趣旨・概要 

近い将来発生が予想されている南海トラフを震源とする

地震の被害想定を踏まえて、平成 27 年３月に策定した「香

川県地震・津波対策海岸堤防等整備計画」に基づき、優先順

位の高い箇所から重点的・集中的に対策工事を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）津波等対策海岸事業（1,285,812千円） 

①公共事業（1,173,241千円） 

（ⅰ）津波等対策港湾海岸事業（1,134,304千円） 

高松港海岸（高松市）など 11 港海岸において、地

震・津波対策を行うために設計及び対策工事を行っ

た。 

（ⅱ）津波等対策海岸事業（38,937千円） 

白方海岸（さぬき市）など２海岸において、地震・

津波対策を行うために設計及び対策工事を行った。 

②単独事業（112,571千円） 

（ⅰ）津波等対策港湾海岸事業（112,571千円） 

高松港海岸（高松市）など９港海岸において、地震・

津波対策を行うために設計及び対策工事を行った。 

 

（２）津波等対策河川事業（821,037千円） 

  ①公共事業（711,800千円） 

（ⅰ）津波等対策河川事業（離島含む） 

御坊川（高松市）など 15 河川において、地震・津

波対策を行うために設計及び対策工事を行った。 

②単独事業（109,237千円） 

（ⅰ）津波等対策河川事業 

県内一円において、地震・津波対策を行うために地

質調査や設計等を行った。 

３．指標 

地震・津波対策海岸堤防等の整備率 

（第Ⅰ期計画：H27～R6年度） （％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 4 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

65.7 85.1 
100 

（R6年度） 

 

 

 



２．課総括表 課名：都市計画課
（単位：千円）

93,983 93,771 212

20,075 20,075

165 147 18

49 21 28

321 33 288

435 50 385

(128,430) (128,430)

210,254 129,227 81,027

30,000 875 29,125

(18,974) (18,974)

77,474 30,418 47,056

17,944 17,944

4,799 4,799

57,546 57,546

(641,500) (641,500)

1,954,460 1,229,673 724,785 2

3,487 3,487

29 29

8,734 8,733 1

(788,904) (788,904)

2,479,755 1,596,828 881,993 934

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R5.3.31現在） 課名：都市計画課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

16 2 18

16 2 18

事業執行状況

9-6-1 一般庁費
都市計画課の運営に要する経費
給料44,688、職員手当等29,737、
共済費17,361

9-6-2
都市計画基礎調
査費

都市計画基礎調査に要する経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

都市計画審議会
費

都市計画審議会の運営に要する経
費

9-6-4 都市計画調査費 都市計画調査に要する経費

9-6-3

9-6-5
高松広域都市圏都市交通
マスタープランフォロー
アップ事業費

高松広域都市圏都市交通マスター
プランフォローアップ委員会の運
営に要する経費

9-6-6
屋外広告物条例
施行事務費

屋外広告物条例施行事務費

9-6-7
市街地再開発事
業等

主要施策の成果の概要
（9-6-7）に記載

9-6-9 公園事業費等

県が管理する都市公園における施
設改修費等
（公園施設長寿命化対策事業は主
要施策の成果（9-2-9）に記載）

9-6-8
サンポート高松
地区都市再生整
備事業

主要施策の成果の概要
（9-6-7）に記載

9-6-10
香東川公園維持
管理費

香東川公園の維持管理に要する経
費

9-6-11
土器川公園維持
管理費

土器川公園の維持管理に要する経
費

9-6-12
広域公園維持管
理費

さぬき空港公園の維持管理に要す
る経費

9-6-13 街路事業
主要施策の成果の概要
（9-6-13）に記載

9-6-14
市町都市計画事
業指導監督費

市町都市計画事業に対する指導監
督事務費

9-6-15 特別会計繰出金
臨海工業地帯造成事業特別会計へ
の繰出金

都市計画課

合計

9-6-16
地方道路整備臨
時貸付金償還金

県債管理特別会計への繰出金

課計

本課・出先名称 備　　　考



課名：都市計画課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 
市街地整備事業（９－６－７） 

１．趣旨・概要 

都市機能の低下などが認められる市街地において、土地

の合理的で健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、

補助を行うとともに、サンポート高松地区において、より

一層のにぎわい創出のための環境整備を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）市街地再開発事業（76,777千円） 

市街地再開発組合が施行する市街地再開発事業に補助

を行う高松市に対し、補助を行った。 

 

（２）優良建築物等整備事業（52,450千円） 

民間事業者が施行する優良建築物等整備事業に補助を

行う高松市に対し、補助を行った。 
 

（３）サンポート高松地区都市再生整備事業（9,612千円） 

（港湾課分を含む） 

安全で快適な歩行空間の確保を図るための屋根付き歩

道等の設計を実施した。 
 

３．指標 

立地適正化計画区域内の人口（千人） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 4 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

671 752 760 

市街地再開発事業、優良建築物等整備

事業において共同施設整備等を行い、事

業が促進された。 

街路事業（９－６－１３） 

１．趣旨・概要 

人口減少・少子高齢化による都市構造や交通流動の変化

に的確に対応し、持続可能なまちづくりに資する集約型都

市構造の実現に向け、利便性と結節性に優れた都市交通ネ

ットワークの推進を図った。 

また、道路混雑の軽減による都市内交通の円滑化、安全・

安心な通行空間を確保するため、都市内幹線道路である街

路整備を実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）公共事業（1,140,696 千円） 

①街路整備交付金事業等（1,140,696千円） 

高松市外３市において、国の交付金制度等を活用し

て、都市計画道路錦町国分寺綾南線外６路線の街路整備

を実施した。 

 

（２）単独事業（88,977千円） 

①道路改修事業等（88,977 千円） 

高松市外３市において、都市計画道路錦町国分寺綾

南線外６路線で小規模な道路拡幅工事や、今後の街路整

備に関する調査を行った。 

 

 

 

都市計画道路延長約576kmのうち、令

和４年度末改良済延長は約 452km であ

り、改良率は79％となっている。 

 

 



２．課総括表 課名：下水道課
（単位：千円）

94,012 93,892 120

(27,951) (27,951)

179,666 146,318 32,668 680

市町下水道事業の指導監督費

6,315 6,315

(7,180) (7,180)

17,315 7,329 9,953 33

287,316 287,314 2

下水疫学調査に要する経費

2,860 2,860

(35,131) (35,131)

587,484 544,028 42,621 835

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R5.3.31現在） 課名：下水道課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

（2）11 1 （2）12

（2）11 1 （2）12

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

課計

下水道課
休職１名
（公財）香川県下水道公社派遣２名

合計

本課・出先名称 備　　　考

9-7-5
流域下水道事業
補助金

下水疫学調査検
討事業

主要施策の成果の概要
（9-7-5）に記載
（下水道施設長寿命化対策事業は
（9-2-9）に記載）

9-7-6

事業執行状況番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

下水道課の運営に要する経費
給料48,269、職員手当等27,527、
共済費15,048
主要施策の成果の概要
（9-7-2）に記載

9-7-1 一般庁費

9-7-2
公共下水道普及
促進事業

9-7-3
市町下水道事業
指導監督費

9-7-4
汚水処理事業広
域化・共同化計
画策定検討事業

主要施策の成果の概要
（9-7-4）に記載



課名：下水道課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

公共下水道普及促進事業（９－７－２） 

１．趣旨・概要 

生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を図るため、

市町が行う汚水管渠整備（国庫補助対象外の汚水管渠整備

に限る）に要する経費の一部を助成し、公共下水道の整備

を促進した。 

 

２．具体的内容 

（１）公共下水道普及促進事業（146,318千円） 

高松市等６市４町が行う汚水管渠（ポンプ場を含む）

の整備事業を助成した。 

①整備事業助成 143,903千円 

        （単位：千円） 

市町名 助成額 

高松市 51,659 

丸亀市 6,300 

坂出市 20,046 

観音寺市 30,000 

さぬき市 620 

東かがわ市 4,738 

三木町 23,985 

宇多津町 1,400 

綾川町 1,860 

多度津町 3,295 

計 143,903 

 

②事務費 2,415千円 

 

 

３．指標  

汚水処理人口普及率（再掲） （％） 

基 準 値 

（R 元） 

実 績 値 

（ R 4 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

78.8 81.1 85 

 

県内の下水道普及率については、46.3％

から46.6％に向上した。下水道が普及す

ることによって、トイレの水洗化や汚水

の排除が進み、生活環境が改善され、河

川や海などの公共用水域の水質保全に

寄与した。 

 

 

汚水処理事業広域化・共同化計画策定検討事業（９－７－４） 

１．趣旨・概要 

香川県内の下水道事業を含めた汚水処理事業の効率的な

整備、管理運営に係る広域化・共同化計画の策定に向けた検

討を行った。 

 

２．具体的内容 

（１）汚水処理事業広域化・共同化計画策定検討事業 

（7,329千円） 

汚水処理事業の広域化・共同化計画の策定に係る調査、

施策メニューの具体的な検討を行った。 

事業期間：令和元年度～４年度 

 

 

 

 

 

 

令和４年度は、汚水処理事業の広域

化・共同化の施策メニューごとに具体的

な検討を行い、令和５年３月に香川県汚

水処理事業広域化・共同化計画を策定・

公表した。 

 



課名：下水道課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

流域下水道事業会計（９－７－５） 

１．趣旨・概要 

流域下水道事業において、大規模地震等が発生した場合で

も、流域下水道の基本的機能を維持するため、終末処理場や

幹線管渠などの施設の耐震化を図ることとし、中讃流域下水

道（大束川処理区、金倉川処理区）の１流域２処理区におい

て、耐震補強工事を実施した。 

 

２．具体的内容 

（１）中讃流域下水道事業（199,350千円） 

大束川処理区及び金倉川処理区の終末処理場及び幹線

管渠について耐震補強工事を行った。 

区  分 事  業  内  容 
事業費 

（千円） 

大束川処理区 
（終末処理場）耐震補強工事 

（幹線管渠）耐震補強工事 
172,476 

金倉川処理区 
（終末処理場）耐震補強工事 

（幹線管渠）耐震補強工事 

26,874 

 

 

３．指標  

流域下水道幹線管渠の耐震化率（％） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 4 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

86.5 88.9 91.3 

 

終末処理場については、耐震対策が必

要な施設のうち、重要な施設について、

耐震補強工事を実施した。 

幹線管渠については、下水の流下機能

や交通機能の維持を考慮した重要な箇所

について、耐震補強工事を実施した。 

 



２．課総括表 課名：建築指導課
（単位：千円）

174,166 173,246 920

10 10

1,058 1,044 14

999 920 79

107 105 2

1,111 1,110 1

211 138 73

193 193

(16,000) (16,000)

16,000 16,000

(700) (672) (28)

1,388 1,223 165

(16,700) (16,672) (28)

195,243 193,989 1,254

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R5.3.31現在） 課名：建築指導課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

[1]     12 3 [1]     15

[1]     12 3 [1]     15

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務する者を[　]内書きにより記載。

課計

9-8-9
緊急輸送道路沿
道建築物等耐震
対策支援事業

主要施策の成果の概要
（9-8-9）に記載

9-8-10
民間建築物耐震
対策支援事業

主要施策の成果の概要
（9-8-10）に記載

本課・出先名称 備　　　考

建築指導課 育児休業1名

合計

9-8-7 開発指導費
都市計画法に基づく開発許可等に
要する経費

9-8-8
住宅・建築物安
全ストック形成
事業指導監督費

住宅・建築物安全ストック形成事
業の指導監督に要する経費

9-8-5
関連法令施行事
務費

建設リサイクル法、省エネ法、バ
リアフリー法等の施行に伴う審
査・指導・助言に要する経費

9-8-6
建築物安全推進
事業費

建築物安全安心データベースシス
テムの保守管理に要する経費

9-8-3
建築士法施行事
務費

建築士法の施行に要する経費

9-8-4
被災建築物応急
危険度判定制度
整備事業費

被災建築物応急危険度判定士養成
に要する経費

事業執行状況

9-8-1 建築指導費
建築指導課の運営に要する経費
給料81,061、職員手当等49,414、
共済費27,997

9-8-2 建築動態統計費
建築物の着工及び滅失等の動態調
査に要する経費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額



課名：建築指導課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

緊急輸送道路沿道建築物等耐震対策支援事業（９－８－９） 

１．趣旨・概要 

地震発生時における建築物の倒壊による緊急輸送道路の

閉塞を防ぎ、避難や救援救急活動、緊急物資の輸送等の機

能を確保するため、緊急輸送道路沿道の民間建築物の耐震

診断、耐震改修に補助金を交付する市に対し、県が間接補

助を行うことにより、沿道建築物の耐震化を促進した。 

 

２．具体的内容 

（１）緊急輸送道路沿道建築物等耐震対策支援事業 

（16,000千円） 

①耐震診断補助：１件（丸亀市） 

②耐震改修補助：１件（高松市） 

 

 

 

 

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化が

促進された。 

民間建築物耐震対策支援事業（９－８－１０） 

１．趣旨・概要 

耐震改修促進法に基づき、耐震診断が義務付けられた県

が指定した避難路の沿道にある民間建築物の耐震診断に補

助金を交付する市に対し、県が間接補助を行うことにより、

対象建築物の耐震化を促進した。 

 

２．具体的内容 

（１）民間建築物耐震対策支援事業（1,223千円） 

耐震診断補助 

避難路沿道建築物：１件（高松市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難路沿道建築物の耐震化が促進さ

れた。 

 



２．課総括表 課名：住宅課
（単位：千円）

150,175 150,175

(3,971) (3,731) (240)

656,649 560,803 93,273 2,573

3,829 3,192 637

(247,430) (239,991) (7,439)

743,295 426,223 308,102 8,970

184 167 17

1,494 1,349 145

824 824

(250) (250)

29,579 28,827 752

79,321 75,179 4,142

8,000 8,000

264 34 230

432 431 1

(251,651) (243,972) (7,679)

1,674,046 1,255,204 401,375 17,467

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R5.3.31現在） 課名：住宅課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

（1）21 2 （1）23

（1）21 2 （1）23

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

合計

本課・出先名称 備　　　考

住宅課

課計

9-9-11
住宅確保要配慮
者向け住宅対策
費

住宅確保要配慮者向け住宅の登録
事務及び登録制度の普及等に要す
る経費

9-9-12
地域良質住宅供
給促進事業

地域良質住宅供給促進事業に要す
る経費

9-9-9
空き家対策総合
推進事業

主要施策の成果の概要
（9-9-9）に記載

9-9-10
移住定住用市町
営住宅整備事業

移住定住用市町営住宅整備事業に
要する経費

9-9-7
市町住宅整備事
業指導監督費

市町が実施する地域住宅計画に基
づく交付金事業の指導監督に要す
る経費

9-9-8
民間住宅耐震対
策支援事業

主要施策の成果の概要
（9-9-8）に記載

9-9-5
住宅新築資金等
貸付助成事業費

住宅新築資金等貸付助成事業に対
する県費補助金

9-9-6
地域木造住宅等
供給促進事業費

地域木造住宅供給促進事業等に要
する経費

9-9-3
宅地建物取引業
法施行事務費

宅地建物取引業者の指導等に要す
る経費

9-9-4
公営住宅等整備
事業

主要施策の成果の概要
（9-9-4）に記載

事業執行状況

9-9-1 一般庁費
住宅課の運営に要する経費
給料78,180、職員手当等43,912、
共済費25,756

9-9-2
公営住宅等維持
管理費

県営住宅等の維持管理に要する経
費

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額



課名：住宅課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

公営住宅等整備事業（９－９－４） 

１．趣旨・概要 

「香川県営住宅長寿命化計画」に基づき、公営住宅の整

備を行った。また、県営住宅の再編整備に伴い、入居者の

円滑な移転を図るため、移転助成などを行った。 

 

２．具体的内容 

（１）公営住宅等整備事業（426,223千円） 

①既設公営住宅改善事業 (422,227千円) 

既存ストックの質と安全性の向上を図るため、住戸

内のバリアフリー化等の住戸改善（１団地１棟）やエ

レベーターの設置（１団地１棟）を行うとともに、外

壁改修等の景観改善（１団地１棟）や設備改善（１団

地）を行った。 

②県営住宅移転促進事業 (3,996千円) 

移転対象者に対して、説明会（６団地）を開催する

とともに、移転費の助成（10団地 19戸）を行った。 

 

 

公営住宅等整備事業の実施により、県

営住宅の安全・安心な供給と住環境の向

上が図られた。 

民間住宅耐震対策支援事業（９－９－８） 

１．趣旨・概要 

民間住宅の耐震化を促進するため、住宅の耐震診断及び

耐震改修に対する補助制度により、市町と連携して住宅の

耐震化を支援した。 

 

２．具体的内容 

（１）民間住宅耐震対策支援事業（28,827千円） 

①耐震診断補助（4,603千円） 

175件の耐震診断に対して補助を行った。 

②耐震改修補助（23,045千円） 

（ⅰ）本格的な改修への補助（22,095千円） 

85件の耐震改修に対して補助を行った。 

（ⅱ）簡易な改修への補助（750千円） 

６件の耐震改修に対して補助を行った。 

（ⅲ）耐震シェルター・耐震ベッドの設置（200千円） 

４件の耐震改修に対して補助を行った。 

③補助制度の活用を促進するための広報等（1,179千円） 

技術者向けに、低コスト工法等の普及・啓発のため、

補強設計に関する講習会や実寸模型による施工演習を

取り入れた講習会を開催した。 

また、市町と連携して補助制度の広報や耐震化の啓

発を行うほか、県・市町・事業者の連携強化等のため

の勉強会や、市町が実施する先導的普及啓発への支援

を行った。 

 

 

 

民間住宅の耐震対策が促進され、防

災・減災対策の向上が図られた。 



課名：住宅課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

空き家対策総合推進事業（９－９－９） 

１．趣旨・概要 

老朽化して倒壊などのおそれがある空き家は、防災面を

はじめとして、住民生活にさまざまな影響を及ぼすことか

ら、市町と連携し、老朽危険空き家の除却を支援した。 

 

２．具体的内容 

（１）空き家対策総合推進事業（819千円） 

空き家ガイドブックを配付するほか、県民向け空き家

対策セミナー及び相談会を開催するとともに、特定空き

家認定の実地研修や香川県空き家対策連絡会議等を行っ

た。 

 

（２）老朽危険空き家除却支援事業（74,360千円） 

①老朽危険空き家の除却に要する費用への補助 

（73,360千円） 

240件の除却に対して補助を行った。 

②行政代執行に要する費用への補助（1,000千円） 

1件の代執行に対して補助を行った。 

 

 

 

老朽危険空き家の除却が促進され、住

環境の向上が図られた。 

 

 



２．課総括表 課名：収用委員会事務局
（単位：千円）

7,730 6,606 1,124

7,730 6,606 1,124

３．職員数の状況（R5.3.31現在） 課名：収用委員会事務局
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(5) (5)

(5) (5)

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

不用額 事業執行状況

9-10-1 収用委員会費
収用委員会の運営に要する経費
収用委員報酬6,189

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

課計

合計

本課・出先名称 備　　　考

収用委員会事務局


